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１ 教育委員会事務局幹部職員

(1) 本庁関係

　教育長 黒　木
く ろ き

　淳一郎
じゅんいちろう

　　　　　　教育次長（教育政策担当） 吉
よし

　玉
たま

　　拓
ひろむ

　　　副教育長 大
だい

　東
とう

　　収
おさむ

　　　　　　教育次長（教育振興担当） 北
きた

　林
はやし

　克
かつ

　彦
ひこ

課（室）名 課（室）長 課長補佐 課（室）名 課（室）長 課長補佐

山　田
や ま だ

　真　也
し ん や

（総括） 曵
ひき

　田
だ

　博
ひろ

　海
うみ

（総括）

隈
くま

　元
もと

　正
まさ

　敬
たか

（政策） 松　田
ま つ だ

　太　郎
た ろ う

（業務）

天　辰
あ ま た つ

　直　樹
な お き

（総括） 片伯部
か た か べ

　真　一
し ん い ち

（総括）

原　田
は ら だ

　竜　一
り ゅ う い ち

（技術） 中
なか

　村
むら

　敏
とし

　彦
ひこ

（指導）

篠　原
し の は ら

　俊　尚
と し ひ さ

（総括）

齋
さい

　賀
が

　哲
てつ

　也
や

（指導）

興
こう

　梠
ろき

　勝
かつ

　彦
ひこ

（総括）

栁
やな

　井
い

　健
けん

　二
じ

（政策）

玉　井
た ま い

　政　也
ま さ や

（総括）

宮　田
み や た

　恭　子
き ょ う こ

（業務）

教 職 員 課 菊
きく

　池
ち

　武
たけ

　司
し

猪　野
い の

　貴　一
き い ち

田
た

　中
なか

　裕
ひろ

　久
ひさ

教 育 政 策 課 佐
さ

　藤
とう

　雅
まさ

　宏
ひろ

財 務 福 利 課 生 涯 学 習 課

スポーツ振興課

畑　中
は た な か

　道　一
み ち か ず

財 務 福 利 課
育 英 資 金 室 　上

うえ

　田
だ

　浩
こう

　司
じ

　（議会担当）　教育政策課　　主　幹　　長
なが

　友
とも

　雅
まさ

　文
ふみ

寺
てら

　原
はら

　智
とも

　博
ひろ

梅
うめ

　元
もと

　和
かず

　宏
ひろ

特別支援教育課

高 校 教 育 課 間　曽
ま そ

　妙　子
た え こ

山之口
や ま の く ち

　義
よし

　弘
ひろ

文 化 財 課

人権同和教育課

長　友
な が と も

　由美子
ゆ み こ

川
かわ

　越
ごえ

　政
まさ

　紀
のり

義 務 教 育 課 田　中
た な か

　幸　一
こ う い ち

石
いし

　川
かわ

　優
ゆう

　子
こ
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１ 教育委員会事務局幹部職員

(2) 出先機関

出先機関名 館長／所長 副館長／副所長 出先機関名 館長／所長 副館長／副所長

中 部
教 育 事 務 所 柚木山

ゆ き や ま

　尚
なお

　未
み

渡
わたり

　　　勝
まさる

県 立 図 書 館 平　山
ひ ら や ま

　文　春
ふ み は る

津
つ

　田
だ

　秀
ひで

　信
のぶ

南 部
教 育 事 務 所 三　輪

み わ

　正　憲
ま さ の り

県 立 美 術 館 武　田
た け だ

　宗　仁
む ね ひ と

梅　田
う め だ

　一　明
か ず あ き

北 部
教 育 事 務 所 重

しげ

　盛
もり

　文
ふみ

　人
と

県 総 合 博 物 館 松　野
ま つ の

　義　直
よ し な お

黒
くろ

　木
ぎ

　秀
しゅう

　一
いち

ス ポ ー ツ 指 導
セ ン タ ー 安

あ

　部
べ

　博
ひろ

　己
み 県 立 西 都 原

考 古 博 物 館 岩　切
い わ き り

　喜　郎
よ し ろ う

東
ひがし

　　憲
のり

　章
あき

教 育 研 修
セ ン タ ー 佐々木

さ さ き

　孝
たか

　弘
ひろ

田　中
た な か

　礼　子
れ い こ 県 埋 蔵 文 化 財

セ ン タ ー 飯
いい

　田
だ

　博
ひろ

　之
ゆき

　瀬之
せ の

口
くち

　博
ひろ

　行
ゆき
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２ 教育委員会委員（令和６年４月１日現在）

職　　名 氏　　名 備　　考

委　　　　員
（教育長職務代理者） 島　原

し ま は ら

　俊　英
と し ひ で

（日向市在住）

委　　　　員 松　山
ま つ や ま

　郁　子
い く こ

（宮崎市在住）

委　　　　員 木　村
き む ら

　志　保
し ほ

（日向市在住）

委　　　　員 　栁
やなぎ

　　和　枝
か ず え

（宮崎市在住）

委　　　　員 　松
まつ

　山
やま

　竜
たつ

　也
や

（都城市在住）
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３ 教育委員会事務局の組織図（令和６年４月１日現在）

人事担当 教育推進担当 　(本校１２、分校１）

管理担当

管理担当 給与・電算担当

施設助成担当 県立学校人事担当

福利厚生担当 小中学校人事担当

給付担当

産業教育担当 健康教育担当

　県埋蔵文化財センター分館

いのちの教育・調整担当

生徒指導・安全担当

高 校 教 育 課

教 育 長

副 教 育 長

人権同和教育課

（教育政策）

（教育振興） 育英資金室 育英資金担当

義務教育・学力向上第一担当 　中学校　２校

管理担当 県 立 高 等 学 校

スポーツ振興課高校教育・学力向上第一担当

教 育 次 長

財 務 福 利 課

高校教育・学力向上第二担当

文 化 財 課

学校教育計画担当

　中等教育学校　１校

施設整備担当

企画調整担当 　中部、南部、北部 　特別支援学校　１３校指導担当

総務・委員会担当 教 育 事 務 所

教 育 政 策 課

政策・情報化推進担当 教育研修センター

県 立 美 術 館

教 職 員 課施設整備担当 人材育成担当

社会・家庭教育担当

地域連携推進担当

生 涯 学 習 課

生涯学習推進担当 県 立 図 書 館共済担当

県立 特 別 支 援 学校

特別支援教育課

計画担当

スポーツ指導センター

学校体育担当

　高等学校　３６校

埋蔵文化財担当

県 総 合 博 物 館

県立西都原考古博物館

管理担当

県立中等教育学校

管理担当

生涯スポーツ担当

県埋蔵文化財センター

義 務 教 育 課

義務教育・学力向上第二担当

文化財担当

計画担当 県 立 中 学 校
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４ 各課の組織及び事務

 1 教育行政に関する企画、立案、総合調整に関すること

■　組織及び事務  2 教育委員会の予算に関する事務の総括に関すること

10 新規・改善事業の構築に関すること

14 事務局の組織に関すること

15 叙位叙勲及び表彰に関すること

16 教育委員会に関すること

17 市町村教育委員会の支援に関すること

18 教育に関する公益社団（財団）法人、一般社団（財団）法人及び公益信託に関すること

19 法規事務に関すること

20 教育の情報化推進に関すること

21 高大連携に関すること

 総務・委員会担当

教育政策課（職員数：３０名）

課　　長

 3 文書事務及び公印取扱に関すること

 4 教育事務所・教育研修センターに関すること

 5 秘書用務に関すること

 6 県議会、知事部局との総合調整に関すること

 企画調整担当

 8 教育に関する調査・統計に関すること

 9 宮崎県教育振興基本計画に関すること

 7 教育に関する報道、広報、広聴に関すること

課長補佐（総括）

課長補佐（政策）

 人事担当

 政策・情報化推進担当

副参事(高大連携・教育学部担当）

副参事(高大連携・工学部担当）

11 施策評価及び事務の点検・評価に関すること

13 事務局職員等の給与制度に関すること

12 事務局職員等の人事、服務及び研修に関すること

7
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４ 各課の組織及び事務

■　組織及び事務

1  育英資金に関すること

課長補佐（技術）

課長補佐（総括）

 育英資金担当室　　長

 施設助成担当

 福利厚生担当

 給付担当

 共済担当

課　　長

 【育英資金室】

財務福利課（職員数：２４名）

 県立学校の施設及び設備の整備に関すること

 市町村立学校の施設整備計画の助言及び指導に関すること

 教育財産等に関する事務の総合調整に関すること

 県立学校の維持管理に関すること

 管理担当

 施設整備担当

1

2

3

4

（財務福利課）　

（育英資金室）

 宮崎海洋高等学校の実習船に関すること

 県立学校の実習事業特別会計に関すること

 公立小中学校の施設、設備等の国庫負担又は国庫補助に関すること

 教職員住宅に関すること

 公立学校共済組合に関すること

5

6

7

9

11

8  職員の福利厚生及び健康管理に関すること

10  恩給及び年金に関すること

8
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４ 各課の組織及び事務

■　組織及び事務  1 高等学校の授業料に関すること

 9 高等学校の教育課程、学習指導に関すること

11 外国青年招致事業に関すること

12 高等学校の管理運営、学校訪問に関すること

13 高等学校入学者選抜に関すること

14 定時制・通信制教育に関すること

15 高等学校文化連盟に関すること

16 産業教育専門教科・学科に関すること

17 進路指導・職業教育に関すること

18 産業教育振興会、産業教育審議会に関すること

19 総合学科に関すること

高校教育課（職員数：３０名）

課　　長

 2 修学奨励に関すること

 4 学校教育計画懇話会に関すること

 5 キャリア教育に関すること

 6 学校と地域の連携・協働に関すること

 管理担当

 学校教育計画担当

 高校教育・学力向上第一担当

課長補佐（総括）

 3 生徒寮に関すること

 産業教育担当

 8 高等学校教育整備計画に関すること
課長補佐（政策）

 高校教育・学力向上第二担当

10 高等学校教職員の研修に関すること

 7 教育の情報化（ＩＣＴ活用推進）に関すること

9
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４ 各課の組織及び事務

 1 公立幼稚園及び小・中学校、義務教育学校の設置、廃止、名称変更等に関すること

■　組織及び事務  2 公立小・中学校（中等教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）、義務教育学校の教育

　 ユネスコ活動に関すること

 8 中学校卒業程度認定試験に関すること

 9 小・中学校、義務教育学校の教育研究団体に関すること

10 教科用図書選定審議会に関すること

11 統合型校務支援システム共同調達及び運用に関すること

義務教育課（職員数：２０名）

課長補佐課　　長

　 課程及び学習指導に関すること

 7 公立小・中学校、義務教育学校及び特別支援学校の小・中学部の児童、生徒の文化及び

 4 公立小・中学校、義務教育学校の就学奨励に関すること

 5 公立小・中学校、義務教育学校の教育職員の研修（特別支援教育に係るものを除く）に

　 関すること

 6 公立小・中学校、義務教育学校の教科用図書その他の教材の取扱いに関すること

 計画担当
 3 公立小・中学校、義務教育学校の児童、生徒の就学、入学、転学等に関すること

 義務教育・学力向上第一担当

 義務教育・学力向上第二担当
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４ 各課の組織及び事務

 1 特別支援教育の推進に関すること

■　組織及び事務  2 特別支援教育就学奨励・就学支援に関すること

特別支援教育課（職員数：１５名）

課長補佐（業務）

課　　長

 3 特別支援学校の管理運営、指導に関すること

 4 特別支援学校の整備に関すること

 5 特別支援学校のセンター的機能に関すること

 6 特別支援学級、通級指導教室の設置、教育課程に関すること

 7 幼・小・中・高等学校に在籍する特別な教育的ニーズのある幼児児童生徒に関すること

課長補佐（総括）

 計画担当

 指導担当

 教育推進担当

 1 学校の職員の人件費の予算編成及び執行に関すること

■　組織及び事務  2 学校の職員の任免その他の人事に関すること

10 学校の職員のコンプライアンスの推進に関すること

12 学校の職員の資質向上に関すること

13 教育職員の表彰に関すること

14 学校の職員の評価に関すること

教職員課（職員数：３８名）

 3 学校の職員の給与・旅費に関すること

 4 退職手当及び公務災害補償に関すること

 5 教育職員の免許に関すること

 6 学校の職員の定数に関すること

 管理担当

 給与・電算担当
課長補佐（総括）

 小中学校人事担当 11 学校の職員の採用に関すること

課長補佐（業務）

課　　長

 8 学校の職員の職員団体に関すること

 9 学校の事務職員の研修に関すること

 7 市町村立学校の学級編制に関すること 人材育成担当

 県立学校人事担当
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４ 各課の組織及び事務

 1 生涯学習の推進に関すること

■　組織及び事務  2 家庭教育、青少年教育、成人教育その他社会教育に関すること

10 視聴覚教育に関すること

11 著作権に関すること

12 地域と学校の連携推進に関すること

生涯学習課（職員数：１５名）

課長補佐（指導）

課　　長

 8 社会教育関係講座・研修に関すること

 9 社会教育功労者・団体等の表彰に関すること

 3 図書館、美術館及び少年自然の家に関すること

 4 社会教育関係団体に関すること

 5 公民館に関すること

 6 社会教育委員に関すること

 7 生涯学習審議会に関すること

課長補佐（総括）

 生涯学習推進担当

 社会・家庭教育担当

 地域連携推進担当

■　組織及び事務

 8 日本スポーツ振興センター共済事業に関すること

 延岡星雲高校兼務

 2 練習施設等の整備に関すること

 3 学校体育の指導に関すること

スポーツ振興課（職員数：２５名）

 健康教育担当

課長補佐（指導）

課　　長  5 生涯スポーツの普及振興に関すること

 6 県民総合スポーツ祭に関すること

 4 学校体育団体の育成指導に関すること

 学校体育担当

 生涯スポーツ担当

 1 県有スポーツ施設の管理に関すること 管理担当

 7 学校保健に関すること

 9 食に関する指導（学校給食）に関すること

 施設整備担当
課長補佐（総括）
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４ 各課の組織及び事務

 1 文化財の指定・保存・活用に関すること

■　組織及び事務  2 文化財保護審議会に関すること

文化財課（職員数：１６名）

課長補佐課　　長  5 神楽のユネスコ無形文化遺産登録に関すること

 6 銃砲刀剣類の登録に関すること

 7 総合博物館に関すること

 8 西都原考古博物館、埋蔵文化財センターに関すること

 管理担当

 4 西都原古墳群等の世界文化遺産登録に関すること

 文化財担当

 埋蔵文化財担当

 3 諸開発に伴う発掘調査の調整、指導に関すること

 1 いのちの教育に関すること

■　組織及び事務  2 人権教育に関する総合企画及び推進に関すること

10 教育支援センターに関すること

人権同和教育課（職員数：１３名）

課長補佐課　　長

 9 不登校支援に関すること

 5 生徒指導上の諸課題への対応に関すること

 6 生徒指導及び学校安全に係る教職員研修に関すること

 7 防災教育、防災管理等に関すること

 8 児童生徒の健全育成に係る関係機関等との連携に関すること

 いのちの教育・調整担当

 4 公立学校の生徒指導及び学校安全に関すること

 生徒指導・安全担当

 3 関係機関・団体との連絡調整に関すること
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５ 令和６年度 教育委員会当初予算

【単位：千円】

対前年度比増減額
令和５年度
当初予算

令和６年度
当初予算

所 属会計

102.8%87,7063,185,8693,273,575教 育 政 策 課

一

般

会

計

93.1%▲ 369,8665,388,0485,018,182財 務 福 利 課

102.8%98,8733,578,4413,677,314高 校 教 育 課

111.4%15,167132,903148,070義 務 教 育 課

182.3%395,071480,139875,210特 別 支 援 教 育 課

108.6%7,607,45888,206,06095,813,518教 職 員 課

143.6%307,462705,1411,012,603生 涯 学 習 課

129.6%779,5302,633,0123,412,542ス ポ ー ツ 振 興 課

109.2%66,808727,498794,306文 化 財 課

263.9%222,600135,778358,378人 権 同 和 教 育 課

108.8%9,210,809105,172,889114,383,698合 計

97.7%▲ 5,517236,596231,079
財 務 福 利 課

特
別
会
計

（ 県 立 学 校 実 習 事 業 ）

112.2%542,4354,449,7534,992,188
財 務 福 利 課
（ 育 英 資 金 ）

111.5%536,9184,686,3495,223,267合 計

108.9%9,747,727109,859,238119,606,965総 計

【教育委員会総括】
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５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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基本目標１ 多様性を認め合い、一人一人を大切にする教育の推進

インクルーシブな学校運営モデル事業（特別支援教育課） 7,000千円

特別支援学校通学環境整備（特別支援教育課） 30,975千円

不登校等対策強化事業（人権同和教育課・高校教育課） 306,044千円

帰国・外国人児童生徒に対する学習支援事業（義務教育課・高校教育課） 26,735千円改

県立高等学校等生活支援充実事業（特別支援教育課） 51,828千円

共生社会を目指す探究活動サポート事業 （特別支援教育課） 1,058千円

【説明】

【説明】

【説明】

新

５ 令和６年度 教育委員会当初予算

改

改

新

基本目標２ 次代へ向けて学び続ける子供たちを育む教育の推進

ひなた教育ＤＸ整備事業（高校教育課・教職員課・教育政策課） 5,698千円

ひなたＤＸハイスクール事業（高校教育課） 10,000千円

公立学校情報機器整備支援事業（教育政策課） 24,635千円

多様な学びを推進する普通科支援事業（高校教育課） 6,285千円

未来へつなげ、学びのバトン！みやざきの授業改善推進事業（義務教育課）22,911千円

【説明】 新

新

未来を創る！高等特別支援学校整備事業（特別支援教育課） 278,155千円

基本目標３ ふるさとへの誇りと愛着を持ち、世界を視野に活躍する人材の育成（次ページに続く）

世界とつながる高校生海外留学支援事業（高校教育課） 71,821千円

宮崎の産業を支える高校生協働活動事業（高校教育課） 6,948千円

【説明】 改

【教育委員会の主な新規・改善事業など（宮崎県教育振興基本計画）】
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基本目標４ スポーツを生かした「未来のみやざき」づくりの推進

スポーツで健康・体力・生きがいづくり事業（スポーツ振興課） 13,031千円

学校のトラブルに対する法的対応力強化事業（人権同和教育課） 409千円

宮崎で活躍！高校生県内就職促進事業（高校教育課） 38,948千円

翔け！未来の科学者育成事業（高校教育課） 17,237千円

改

改

食から始める健康「元気なみやざきっ子」食育推進事業（スポーツ振興課） 3,176千円

「生きる力」を育む健康教育推進事業（スポーツ振興課） 2,038千円

基本目標３ ふるさとへの誇りと愛着を持ち、世界を視野に活躍する人材の育成（次ページの続き）

基本目標５ 生涯を通じて学び、文化に親しむ社会づくりの推進

みやはくデジタルミュージアム構築事業（文化財課） 70,000千円新

西都原考古博物館開館20周年記念事業（文化財課） 6,605千円新

西都原古墳群史跡整備事業（文化財課） 17,299千円改

みやざきの民俗芸能保存継承事業（文化財課） 7,823千円改

電子図書館サービス拡充事業（生涯学習課） 53,386千円新

みやざき読書アンバサダープロジェクト（生涯学習課） 1,000千円新

みやざきの古墳魅力発信事業（文化財課） 1,912千円改

文化芸術教育推進事業（高校教育課） 3,347千円

【説明】

【説明】

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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基本目標６ 学校業務の改善と教職員の資質能力の向上

【再掲】ひなた教育ＤＸ整備事業（高校教育課・教職員課・教育政策課） 5,698千円新

部活動地域移行環境整備事業（スポーツ振興課） 32,910千円改

「みやざきで先生になろう！」推進事業（教職員課） 3,389千円

スクール・サポート・スタッフ配置事業（教職員課） 91,200千円

部活動改革推進事業（スポーツ振興課） 101,061千円

基本目標７ 教育効果を高める体制や環境の整備・充実

つながりはぐくむ定時制・通信制生徒支援事業（高校教育課） 9,240千円

地域と学校の連携・協働「絆」体制構築事業（生涯学習課・義務教育課） 49,079千円

県立学校老朽化対策事業（財務福利課） 985,880千円

持続可能なみやざきを創る地域学校協働推進事業（生涯学習課） 8,205千円

学校と地域がつながる安全教育推進事業（人権同和教育課） 3,736千円

改

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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帰国・外国人児童生徒の小学校から高校卒業までの指導・支援体制を構築し、日本語指導が必要な児童生
徒の学習保障の充実を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 指導・支援体制の整備（小・中・高共通） ※補助率：市町村実施のみ１／３

・運営・連絡協議会の設置・実施（県、市町村それぞれ設置）
・「特別の教育課程」の編成に関する研究

② 日本語指導・支援の充実 ※補助率：市町村実施のみ１／３
・日本語教育指導教員の配置（小・中学校、高校それぞれの拠点校）
・日本語教育サポーターの配置（市町村）
・エリア生活サポーターの配置（県）

⑵ 事業の仕組み

県、県 市町村

⑶ 成果指標
日本語指導が必要な児童生徒が支援を受けている割合（小学校・中学校）

現状（令和５年）73.7% → 令和８年 100％
日本語指導を受けた生徒が、最終学年に日本語の力の段階ステージ４以上となる割合（高校）

現状（令和５年）— % → 令和８年 100％

事業の概要

帰国・外国人児童生徒に対する学習支援事業

令和６年度～令和８年度事業の期間

義務教育課、高校教育課 ２６，７３５千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金】

改

補助

※小・中・高をつないでの
日本語指導の支援は本県初

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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特別支援学校の児童生徒の通学環境を改善することにより、児童生徒及び保護者の負担軽減を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① スクールバス更新に伴う福祉車両の導入

・清武せいりゅう支援学校のスクールバス１台を福祉車両４台に更新（令和６年度）
※車椅子座席（５席→12席に増）

・福祉車両４台中１台に看護師が乗車し、医療的ケア児の通学支援
※乗車中に発生する医療的ケアの頻度、程度が低い児童生徒を対象に追加

② スクールバス増便
・児湯るぴなす支援学校にスクールバスを１便増便し、長時間乗車を解消

※乗車時間（約90分→約50分）

⑵ 事業の仕組み

県

⑶ 成果指標
スクールバス乗車可能人数の増加
スクールバスへの長時間乗車の解消

事業の概要

特別支援学校通学環境整備

令和６年度～事業の期間

特別支援教育課 ３０，９７５千円
【財源：国庫、一般財源】

福祉車両の車内図
（車いす席３席）

※看護師のスクールバス同乗による
医療的ケア児の通学支援は九州初

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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学校における生徒指導上の諸課題解決のための体制を構築し、児童生徒の健全育成を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 学校への専門家の配置

子どもたちの心と環境の改善のために専門家を全公立学校などに配置・派遣
・スクールカウンセラー（合計98人）
・スクールソーシャルワーカー（合計45人）

② 不登校支援の拠点となる県教育支援センターの設置・運用
小学生から高校生を対象とした学校外での不登校対策の拠点となる公的な機関として

県教育支援センター「コネクト」を県教育研修センター内に設置し、運営
・不登校児童生徒への直接支援 ・学びの支援体制（単位修得等）の研究
・市町村教育支援センターの連携拠点 ・関係団体等との連携基盤づくり

⑵ 事業の仕組み
①県、県 市町村 ②県

⑶ 成果指標
不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で相談・指導等を受けている児童生徒の割合
現状（令和３年度）小学校 54.1%、中学校 47.7%、高校 68.6% → 令和８年度 全校種100%

事業の概要

不登校等対策強化事業新

令和６年度～令和８年度事業の期間

人権同和教育課、高校教育課 ３０６，０４４千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金、一般財源】

補助

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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デジタル採点システムを導入することにより、教員の業務改善と効率化・省力化を図るとともに、デー
タを活用したきめ細かな学習支援（成績分析データの返却、教員による個別面談等）を実現する。

事業の目的

⑴ 事業内容
デジタル採点システムの導入（県立高校・県立中・五ヶ瀬中等 計39校）

⑵ 事業の仕組み 県
⑶ 成果指標

ＩＣＴを活用することで「自ら学ぶようになった」と回答した生徒の割合
現状（令和４年） 66.4％ → 令和６年 75.0%

教員１人が採点に要する業務時間（年間の合計) 現状（令和５年） 2,055分 → 令和６年 1,430分

事業の概要

ひなた教育DX整備事業新

令和６年度事業の期間

高校教育課・教職員課・教育政策課 ５，６９８千円
【財源：国庫、宮崎再生基金】

１人１台端末を活用して
個別に学習データを返却

① 苦手な単元を客観的に把握し、
生徒が自ら学習する。

② 成績データの分析を基にして、
教員が個別の学習面談を行う。

（学習支援に必要な時間の確保）

デジタル採点後の
成績データ分析

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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海外留学や海外ファームステイ、探究型学習、国際理解教育の推進により、将来地元で活躍し宮崎から世
界へ挑戦するグローバル人材の育成を目指す。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 高校生海外派遣事業

・海外留学実践体験研修（米国コース:20人、アジアコース:60人）
・海外ファームステイ等実践体験研修（オセアニアコース:10人）
・高校生留学促進補助事業（県費10万円/人:100人（国費(6万円上乗せ)対象:40人含む））

② グローバル探究学習推進事業
・ひなたグローバルキャンプ（中・高校生:約40人、県内留学生等とディスカッション等）
・グローバル高校生フォーラム（ポスターセッション、フィールドワーク）

③ 国際理解教育推進事業
・留学支援フェア（留学経験報告会、交流会、トビタテ!留学JAPAN説明会）
・グローバル感覚を醸成する教育研究開発（学習活動、指導者研修等）

⑵ 事業の仕組み
①県 ＮＰＯ、民間企業等 県 県内高校生
②県
③県 民間企業等、県

⑶ 成果指標
県内高校生留学者数目標値 平成29年 194人（令和元年 88人） → 令和８年 400人

※高校生の留学者数が過去最多（平成29年）の全国平均の留学率1.4%を元に算出したもの

事業の概要

世界とつながる高校生海外留学支援事業

令和６年度～令和８年度事業の期間

高校教育課 ７１，８２１千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金】

改

委託

委託

補助

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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県立図書館の電子図書館サービスとして、新たに電子書籍を導入し、利用者へのサービス提供の拡充及び
館所有の貴重資料の保存と利用促進を図り、読書県みやざきづくりを推進する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 電子書籍サービス事業

・調べ物に役立つ図鑑や事典、読み物資料等の電子書籍の収集・提供（約4,000点）
・居住する地域や年齢、障がいの有無等にかかわらず、図書館資料を利用できる環境の構築

② 宮崎の宝デジタル化事業
・（映像資料）デジタル化へ向けた16㎜フィルムのクリーニング
・（郷土資料）作家中村地平関係の資料及び『日向地誌』のデジタル化と公開

⑵ 事業の仕組み
①県（電子書籍サービス提供企業との利用契約） ②県 民間企業

⑶ 成果指標
電子書籍閲覧件数 現状（令和４年度） 0件 →（令和７年度）10,800件
ＨＰデジタルアーカイブのアクセス件数 現状（令和４年度）2,361件 →（令和７年度） 2,900件

事業の概要

電子図書館サービス拡充事業新

令和６年度～令和７年度事業の期間

生涯学習課 ５３，３８６千円
【財源：国庫、宮崎再生基金】

委託

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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宮崎県総合博物館に最新の技術を活用したデジタルミュージアムを構築することにより、宮崎の自然や歴
史に対する県民の関心を高めるとともに、更なる地域の活力向上や観光振興へ寄与する。

事業の目的

⑴ 事業内容
最新のデジタル技術を活用し、貴重な宮崎の自然史や歴史に関する資料をコンテンツ化した魅力ある

デジタルミュージアムを構築
① みやはくウォールミュージアム

・体験的なデジタルマップやインタラクティブ映像を、大型壁面スクリーンや館外で投映
・県内の魅力を発信するため、自然や歴史と、地域の博物館や観光地をつなぐコンテンツを制作
・デジタルアーカイブ化した収蔵資料や映像の配信

② みやはくバーチャルミュージアム
・ＶＲ技術を活用して、博物館の展示室を仮想空間に再現
・遠隔地での学習や館外、イベントなどで体験できるコンテンツを制作

⑵ 事業の仕組み 県、県 民間企業

⑶ 成果指標
県総合博物館入館者数 現状（令和４年度）149,424人 → 令和６年度 180,000人

事業の概要

みやはくデジタルミュージアム構築事業新

令和６年度事業の期間

委託

文化財課 ７０，０００千円
【財源：国庫、宮崎再生基金】

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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【別紙】 みやはくデジタルミュージアム構築事業新

事業概要図

【参考】北九州市科学館／福岡県

みやはく
映像・画像資料

県内
博物館

文化財
観光資源

館内展示・検索・閲覧

資料のデジタル化

ＬＡＮ Wi-fi

学校、自宅など

デジタル
アーカイブ

ネット配信
イベント

集客施設など

デジタル
コンテンツ

ＶＲ・映像
コンテンツ

大
型
壁
面
ス
ク
リ
ー
ン

バーチャル
ミュージアム

みやはくデジタルミュージアム

ウォール
ミュージアム

体験的デジタルマップ

インタラクティブ映像

インターネット

５ 令和６年度 教育委員会当初予算
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宮崎県プール（仮称）及び宮崎県山之口陸上競技場（仮称）における
ネーミングライツ制度の導入について

スポーツ振興課

⑴ 導入の目的
令和９年に本県で開催される第81回国民スポーツ大

会・第26回全国障害者スポーツ大会に向け、現在、宮
崎県プールを宮崎市に、宮崎県山之口陸上競技場を都
城市に整備中である。
これらの施設についてネーミングライツ制度を導入

することで、民間事業者等からの収入を得て、その収
入を維持管理費用に充てることで、本施設の安定的な
運営を確立し、県民に良好なスポーツ環境を提供する
ことを目的とする。

⑵ 施設の概要

ア 宮崎県プール

① 施設の位置：宮崎市錦本町
② 整備スケジュール：

令和６年１２月完成予定
令和７年 ４月供用開始予定

イ 宮崎県山之口陸上競技場

① 施設の位置：都城市山之口運動公園内
② 整備スケジュール：

令和６年１２月完成予定
令和７年 ４月供用開始予定

〈 宮崎県プール完成予想図 〉

６ その他報告事項
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⑶ ネーミングライツの概要

〈 都城市山之口運動公園全景 〉

ア 宮崎県プール

① 希望金額：年額1,000万円以上
② 希望期間：令和７年４月から５年間
③ 今後のスケジュール（予定）
・応募受付期間
令和６年６月から１ヶ月程度

・スポンサー企業決定
令和６年７月

・ネーミングライツ開始
令和７年４月(スポンサー企業との合意時期による)

イ 宮崎県山之口陸上競技場

① 希望金額：年額1,000万円以上
② 希望期間：令和７年４月から５年間
③ 今後のスケジュール（予定）
・応募受付期間

令和６年６月から１ヶ月程度
・スポンサー企業決定

令和６年７月
・ネーミングライツ開始

令和７年４月(スポンサー企業との合意時期による)

⑷ その他

・ 宮崎県山之口陸上競技場へのネーミングライツ
制度導入に合わせて、都城市も山之口運動公園全
体と補助競技場に同制度を導入する予定である。

・ 募集は都城市と同時期に開始し、公園全体で統
一感のあるネーミングとなるよう連携して選定す
る。

６ その他報告事項
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